平成21年度　第3回建設事業評価委員会議事概要

日　　時　平成21年8月18日（火）　14時～16時15分

場　　所　さいかくホール（大阪府新別館北館1階）
出席委員　松澤委員長・岩井委員・柏原委員・加茂委員・小池委員・多々納委員・土居委員・
曲田委員

議　　題　（１）建設事業評価と評価委員会について
　　　　　（２）槇尾川ダム建設事業の審議について
（「○」：委員の発言、「◆」：事務局・部局の説明等、「⇒」：事務局・部局からの応答等）
【議事概要】
（１）建設事業評価と評価委員会について
◆[委員長]本日はまず、建設事業評価の目的や本委員会の役割などについて確認し、次に、第１回委員会の審議と前回の府民意見を踏まえ、槇尾川ダム建設事業の論点を整理したい。

◆事務局から、資料１により建設事業評価と評価委員会について説明。

・建設事業評価は、建設事業の効率性と実施過程の透明性の向上を図ることを目的に、府又は府の地方独立行政法人が実施する1億円以上の建設事業を対象に行っている。このうち、評価委員会では、事前評価が10億円以上、再評価はすべて、事後評価は代表事例のみを対象に審議している。
・評価の時期は、事前評価が事業費の予算化前もしくは設計・計画段階、事後評価が事業完了後5年以内、再評価が事業採択後5年未着工又は10年継続中、事業費や計画に大幅な変動がある場合にその時点で実施し、その後5年ごとに再々評価を行っている。

・評価の視点は、事業の必要性、効率性、安全や活力等の面での有効性、社会経済情勢、自然環境等への影響、代替手法との比較等で、再評価の場合は、当初や前回評価時からの状況の変化等も見る。
・評価委員会では、評価調書や詳細な説明、府民意見とそれらに対する府の見解等を踏まえ、事業の実施や継続の妥当性をご判断いただくが、必要に応じて専門委員の参画を求める場合がある。最終的には、評価委員会として事業の妥当性を判断し、府に意見を具申する。府は、その意見を尊重し、評価の結果として対応方針を決定する。

○資料に「評価委員会は、事業の妥当性を判断し、意見具申を取りまとめる」、「府は意見を尊重し対応方針を決定」とある。「尊重」とはどの程度の意味なのか。行政としての説明責任をきちんと果たすということでよいのか。
⇒[事務局]　建設事業を実施するかどうかの最終決定権は知事にある。建設事業評価委員会では、事業実施の妥当性について判断し、意見を述べる。その意見を踏まえ、知事が最終的に判断するので、知事が委員会の意見とは一致しない判断をする余地はある。しかし、知事が評価委員会の意見具申と異なる結論を出す場合は、行政としての説明が必要になる。
（２）槇尾川ダム建設事業の審議について

◆[委員長]槇尾川ダム建設事業について、事務局から説明をお願いしたい。

◆事務局から、平成16年度の槇尾川ダムの再評価結果とそれ以降の状況を説明。
・槇尾川の治水対策について、まず4つの案を検討し、最終的には4案のうち、すべて河床掘削等による河川改修を行う「河川改修案」と上流部にはダムを建設し、中下流部は河川改修を行う、「ダムと河川改修の組合せ案」の2案を比較検討し、コストについて、将来目標である100年に1度の降雨への対応（以下「1/100年対策」と記載）を前提に比較し、2案に大差はないことが確認されている。

・また、当面の整備目標である時間雨量50ミリ対策の効果が発現するまでの期間について、河川改修案が約20年、ダムと河川改修の組合せ案が約10年であること、ダムを建設した場合でも、自然環境対策が十分講じられること、地元はダム建設に協力的で、早期の推進要望もあり、仮に事業手法を変更する場合は、改めて合意形成が必要であることなどが確認されている。

・これらにより、ダムと河川改修の組合せ案が優位とされ、「可能な限りコスト縮減に努めること」「災害の早期リスク回避のため、遅滞なく事業を進めること」「自然環境対策について具体的な対策を取りまとめること」の3つの条件を付して、事業継続が妥当と判断された。
・次に平成16年度以降の状況であるが、コスト縮減については、工事費が約8億円削減したが、用地費が約8億円増加したため、結果として事業費は変動ない。効果発現までの期間については、ダムは完成予定が平成23年度から平成27年度になり、4年遅れとなったが、中下流の河川改修は、河川整備計画に基づき、当初から平成27年度に完成予定であり、結果としては、ダムと河川改修の組合せ案では、平成27年度に効果が発現する予定である。一方、河川改修案では、河川改修は下流から順次行う必要があるため、上流部の河川改修を完了するまでに、今から約15年かかる見込みである。

・自然環境対策については、平成19年度に「自然環境保全計画」が策定され、植生回復実験などが実施されている。また、地元との関係について、今年4月に地元地区から知事への推進要望があり、7月には和泉市の新市長が市議会で推進表明をされるとともに、国への要望が行われている。

◆都市整備部から、50ミリ対策におけるダムと河川改修の組合せ案の優位性を補足説明。

・平成16年度の再評価時の資料をもとに算出した槇尾川全川の50ミリ対策の総事業費は、ダムと河川改修の組合せが212億円、河川改修のみが202億円、このうち、平成20年度末現在の執行済額はダムと河川改修の組合せが117億円、河川改修が78億円となっている。治水手法を河川改修に変更する場合、50ミリ対策の残事業費は124億円で、ダムと河川改修の組合せの95億円に比べて、約30億円が今後余計に必要となる。
・また、50ミリ対策完成までの期間は、ダムと河川改修の組合せが6年、河川改修が15年程度と見込まれるほか、現在、中下流部は、ダムと河川改修の組合せによる治水を前提に整備していることから、河川改修に変更すると、将来目標である1/100年対策を実施する際に手戻りが発生し、それよる追加費用も必要となる。

　・以上から、残事業費、治水効果の発見時期から見て、50ミリ対策においても、ダムと河川改修の組合せが優位と考えている。
○昭和57年と平成7年の洪水時の雨量はどの程度なのか。
⇒[都市整備部]昭和57年が、総雨量388ミリ、日雨量194ミリ、時間最大雨量37ミリ、平成7年が、総雨量245ミリ、日雨量192ミリ、時間最大雨量46ミリであった。

　○前回の府民の意見陳述において、データや具体的な事実を示した反対意見があったが、それに対する府の見解は示されているのか。反対意見に対する説明責任は果たされているのか。

⇒[都市整備部]府民意見については、本日の資料で、その全てについて府の見解を示している。平成16年度の再評価時もダムに否定的な意見がかなりあったが、本委員会では、審議に耐えうる資料を作成した上で説明し、ご判断いただいたと考えている。今回も説明は果たしていると考えている。

⇒[事務局]府民意見に対する府の見解の資料はホームページでも公表している。
○配布資料は後ほどよく読んでみるが、審議資料は事前に配付すべき。当日に配られても議論にならない。また、現地視察も議論に入る前に行ってほしい。
○費用の比較だけをしているが、50ミリ対策の施設規模（河川改修）を確保した上で、ダムがある場合とない場合に想定される被害、発生する便益は同じという前提なのか。1/100年対策のダムが有効に機能するか検証するためには、費用だけでなく便益がどれだけ発生するかも重要であり、ダム整備による便益を示さなければならない。もしダム整備を止めた方が、便益が高いということであれば、話は違うが、費用だけ示されても十分検討されたようには見えない。中下流の河道整備が50ミリ対策でも、上流にダムを整備することで河道整備のみの場合に比べて効果が大きくなるのであれば、優位性が示せるのではないか。手法比較のための費用便益が1/100年対策の河道整備で計算されているとのことだったので、これらの説明がなければ分かりづらい。

⇒[都市整備部]代替案の比較は将来の1/100年対策の規模で行っているが、今回費用面で　　50ミリ対策でも優位かどうかの点について説明した。中下流の河道改修は単独で50ミリ対策を進めており、その上で、上流に1/100年対策のダムを建設する計画である。河道改修のみで50ミリ対策を行った上に、1/100年対策のダムを建設するため、定性的な表現ではあるが、ダムより下流の槇尾川の全区間にわたって、50ミリ分の効果を超える水位の低下効果がある。もう1つ、大川橋より上流1.6㎞にわたって50ミリ対策の河道改修が不要になるという効果もあるが、今日は1/100年対策のダムを上流に建設することによる効果を定量的に示す用意ができていないので整理させていただきたい。

◆[委員長]次に、府民意見に対する府の見解について説明をお願いしたい。
◆都市整備部から、主な府民意見とそれに対する府の考え方を説明。

・上流部を河川改修に変更する場合、事業費として97億円が必要なのかという点について、槇尾川上流部で河川を改修する場合は、河床勾配の状況などから河川拡幅によらなければならないと考えており、現況に比べ川幅を２倍程度に拡げる必要が生じる。そのため48戸の移転家屋が発生する。移転家屋の用地補償に約40億円、堰や落差工、橋梁などの改修に約20億円、上流部約1.6キロ区間の河川改修に約21億円、測量や調査・設計に約16億円、合計で97億円を見込んでいる。
・ダム事業費から不特定容量分21億円を控除すべきではないという意見について、不特定容量は、正常流量の維持、既得取水の安定化、河川環境保全のために必要であることから、槇尾川ダムでも確保することとしている。代替案となるダム以外の治水手法で不特定容量を確保するためには、別途、施設を設けるなどの対策が必要であることから、治水のみに必要な費用を比較する趣旨で不特定容量分を控除している。
・光明池を遊水池として活用する意見について、光明池に洪水を逃がすための取水口が、ダムによる治水を計画している槇尾川上流部1.6キロメートル区間より下流に位置するため、上流部への効果は見込めない。また、光明池への導水路や光明池の洪水調節に必要な放水路、非常用洪水吐などの施設なども整備しなければならないこと、光明池の所有者との調整なども別途必要となることから、費用や効果発現の時期などを考慮すると、現行のダム案が優位と考えられる。

○50ミリ対策の費用比較では、ダムなしの場合、上流部の河川整備に97億円必要であり、この50ミリ対策は、将来の1/100年策に手戻りがないように河川拡幅するということは分かったが、河床掘削のみで50ミリ対策だけを行うとした場合には、金額はもっと少なくなると理解してよいのか。

⇒[都市整備部]50ミリ対策だけを捉えると金額は小さくて済むが、府における治水の最終目標は1/100年対策なので、当面50ミリ対策だけを行い、将来1/100年対策の整備を行うとすると、1度50ミリ対策で整備した護岸等を壊して再度拡幅し直さなければならず、同じ地権者から2度土地を買収する必要が生じるなど手戻りが発生する。このような問題を防ぐために、初めから最終目標である1/100年対策を見据えた上で改修を進めている。これは槇尾川だけでなく府内のどの河川でも同じである。
○槇尾川の起点はどこからか。施福寺あたりか。
⇒[都市整備部]槇尾川は二級河川で管理区域の起点は和泉市立青少年の家のあたり。

○大川橋から上流を河川改修で対応する場合、50ミリ対策では97億円もかからないと考えてよいのか。
⇒[都市整備部]最終目標である1/100年対策を実施する際に手戻りが発生しないよう50ミリ対策を行う場合に97億円かかるということである。
○大川橋から上流部分は1/100年対策、大川橋から下流部分は50ミリ対策ということか。

⇒[都市整備部] 97億円という金額は、大川橋から上流部分の50ミリ対策を河川改修で対応する場合の費用である。まず50ミリ対策の断面を確保し、将来の1/100年対策は河床掘削で対応する計画である。
○府民意見によると、大川橋から上流部分では千年以上1度もそんな大雨が降ったことがないとのことだったが、昭和57年と平成7年の大雨では、大川橋より上流部分で大きな被害があったのか。大川橋よりちょっと上流の民家等が建て込んでいる所や農地に若干の被害があったという程度ではないのか。

⇒[都市整備部]大川橋より上流部分の被害について、資料を確認したところ、住居の床上・床下浸水は出ていないが、護岸の崩壊や農地の浸水、道路の冠水、橋梁が流されるといった被害は実際に出ている。記録を確認しても、昭和57年と平成7年には、実際に被害が出ている。
○ダムの予定地を見たが、規模は小さい。100年に1度の大雨が降って、ダムから放水しなければならなくなるというケースがあるのではないか。ダムの規模によって、一定量以上の雨が降ったら、下流へ放水しなければならなくなるはず。

⇒[都市整備部]100年に1度の雨までの降水量に対しては洪水調節の機能を果たすが、それを超える雨の場合は、ダム上部の非常用洪水吐から流すことになる。これはどのダムでも同様で、一定の計画までの対応となることは止むを得ない。計画を超える洪水に対しては、ハザードマップによる避難勧告などソフト対策と合わせて対策を進めている。
○過去の被害状況から、大川橋より上流の50ミリ対応は自然的にできていると思う。現場を見て、このような所にダムを造ってどうするのかと感じた。ソフト面の対応はどこでも実施されていると思う。感覚的には、ダムに多額のお金をかける必要はないという感じがする。
⇒[都市整備部]大阪府では将来目標として1/100年対策を目指している。この100年に１回の確率で降る雨というのは、過去の雨量データを積み重ね、確率・統計処理をして算出している。治水の手法としては、河川改修を基本としつつ、河川改修だけでは対応が困難な場所では遊水池や地下河川、地下の調整池などを造る場合もある。このような様々な手法の組合せを検討した結果、槇尾川流域ではダムと河川改修の組合せを最適な手法として選択した。

ダムが下流に悪影響を及ぼすのではないかという意見については、槇尾川ダムは背後の流域面積が比較的小さいので、洪水が起こると、すぐに水が出てくる。そのため、ダムの流量調節は人為的には行わず自然調節方式によることとしている。洪水発生時は、その洪水がそのまま流れるのではなく、洪水をコントロールする仕組みである。1/100年対策を超えた分は、ほぼ上流から入ってきた水の量だけを下流に流す仕組みになっているので、ダムが下流に悪影響を及ぼすわけではなく、計画の範囲内の雨に対しては、確実に洪水を制御する機能を果たすことができる。

○前々回の会議でも100年に１度の雨という表現はあいまいで、1時間何ミリという具体的な条件で考えるべきだと提案したが、依然として使われている。これでは誰もピンと来ない。府民感覚では、100年に1回起こるか分からないものに多額の税金をつぎ込むことはできない。1時間何ミリの雨量に対応するのか、その対応でダムが必要かを議論すべき。数値がアバウトだと、ダム前提に議論を進めていると感じる。
⇒[都市整備部]日本全国各地、各流域で雨の規模が違う。例えば三重県の尾鷲のような雨の多い場所では、100年に1回の雨というと数百ミリになるかもしれない。大阪では概ね80ミリ程度になる。大阪でも地域や流域ごとに、100年に1回の確率の雨を計算しており、その数値が河川計画の基本になっている。大津川流域では、時間雨量86.9ミリ、日雨量345ミリとなっている。

◆[委員長]普段は小川にしか見えない川に何故ダムが要るのか、ダムの効用を分かりやすく説明していただかないと、本当にダムが要るのかということになる。そういったことを整理して、視覚的に分かりやすい説明をお願いしたい。

○1/100年の計画降雨の説明が十分でないのは事実。例えば、飲み物の容器が滑り落ちやすいというリスクがある場合、それを防ぐために何万回に１回しか事故が起きないといったスペックを作る。これは定性的な目標であり、それに対して実際の仕様を作り上げる。河川の場合でも、総日雨量が350ミリとか、時間雨量が80ミリとか、数字や降雨の形が決まって初めて、施設の配置や河道の規模が決まる。1/100対応とは、100年に1回のためだけに整備するのではなく、100年に１回以下の規模の雨への対応を目的としている。毎年の雨や10年に１回、30年に1回の雨に対応できるが、100年に1回以上の大雨には対応できないということ。但し、それを超えたところで施設がどれだけ効果を持つかがむしろ重要で、国も費用便益分析手法を変えようとしている。スペックの次に何を参考に意志決定するかといえば損得勘定である。費用に対して利益がどれだけあるか。当面の利益が幾らかというのが50ミリ対応の話で、計画を最後までやればどうなるのか。当面のことだけで検討してよいのかという議論はあるが、損得勘定の計算がはっきり見えないと分からない。
○5年前の再評価でも同じ議論があったと思う。今日の審議は手戻りが多い。当時の資料を説明いただいて、なお疑問な点を質問いただいてはどうか。また、委員の質問に対する府の説明にも食違いが見られるので、これまでの審議の経過や前提などを整理してほしい。
○議論の前提条件として、どこまでが決定事項でどこから議論するのかが、毎回ぶれている。100年に1回の雨が80ミリ程度で、1/100年対策を目指すことが府の決定事項であることは理解している。本委員会の委員は必ずしも河川の専門家ではないので、そこを疑わないといけないという結論が出たならば、上位計画の策定機関に差し戻すか、専門委員会を設けるなどの対応をとるべきではないか。事業実施に当たって無駄なことや不透明なことをしていないか、そこを吟味するのが本委員会の任務だと思う。ダムが1/100年対策であることは既に結論が出ていて、その結論を前提に議論が始まるものと理解していたが、これまでの質疑を聞くと必ずしもそうではないようなので、整理してほしい。
◆[委員長]今回は5年ごとの再評価として審議を行うもので、平成16年度の再評価時点から、何か大きな計画の変更や社会情勢の変化等がないか点検する趣旨である。方法論については、平成16年度の委員会で適切とされているので、それをもう1度、最初から見直そうとするものではないが、府民から多くの意見をいただいており、行政としては、それに分かりやすい形で説明していただきたい。特に、100分の1年確率の問題、時間雨量にして80ミリ程度ということだが、その雨が降った場合に、ダムがどのような効果をもたらすのか、ダムがなければどうなるのか、視覚的に分かりやすく示していただければ、府民の方も理解しやすいと思う。そうしたことも含め、事務局で議論を整理していただきたい。
○先ほどの意見にもあったが、100分の１に対応するように整備していくという方針は、府の河川整備計画で決められているのだと思う。本委員会で、それを超えて議論をするのかしないのか、そこがはっきりしないので話がずれてしまっている。

○府としては、長期的には府全域での1/100年対策を目指しているため、一部の地域だけ50ミリ対応で終わるわけにはいかないのではないかと思う。方針として決めた以上は1/100年対策とすべきではないか。
○建設事業評価委員会では、事業の目的にまで踏み込んで評価はしないということになるのか。1/100年対策というのは、事業の目的だと思うが、もし1/100年対策には踏み込まないとすれば、事業の目的には踏み込まず、その方法論についてのみ判断するということになる。そこの部分があいまいなまま進んできているので、前回の会議の後、この評価委員会について整理したペーパーを付けてもらうよう事務局に頼んだ。それで、今回の資料１を作ってもらったが、これだけではまだはっきりしない。資料１を明快にしてほしい。
○これまでのやり取りを聞いていて分かってきたが、ダム建設や河川整備の事業は既に決まっていて、この委員会は、その方法等について少し意見を言う程度で、若干の修正はあっても、根本を変えるような議論をしては駄目ということか。

◆[委員長]防災事業や治水事業そのものの必要性というのは、この委員会で最初から論じることはない。
◆[事務局]100年に1度の話は河川整備計画で決まっているので、治水対策として1/100年対策を目指すという方針を変えるかどうかということになると、建設事業評価委員会ではなく、河川整備委員会でご議論いただく問題となる。従って、最終目標は1/100年対策であるが、暫定的に50ミリ対応を目指すという河川整備の計画については、前提としてご議論いただかなければならないが、ダムという事業手法や進捗のスピード、府の財政状況等も踏まえた事業継続の妥当性の検証は建設事業評価委員会の所管事項である。平成16年度の再評価から5年が経ち、社会情勢や府の財政状況にも変化がある中で、今回のダム事業を継続するのかしないのか、というところも含めてご議論いただくのが、建設事業評価委員会の役割とご理解いただきたい。
○事業の手法については、再度考え直してみて、現状の方法がよいのか、別の方法がよいのかといったことも意見具申としては、あり得ると考えればよいのか。

　⇒[事務局]そうご理解いただきたい。

○府の治水対策が最終的には1/100年対策を目指していることなど、本委員会での議論の前提条件になっていることと、本委員会での議論の対象となる事項を整理して資料を作成すれば、審議がスムーズに進むと思う。
⇒[事務局]河川整備計画には治水対策に関する基本的な事項が定められており、また、全ての委員が毎回出席いただけるとは限らないので、そのような事項については、資料として添付することとしたい。
◆[委員長]予定時間を超過しているので、本日の会議は終了したい。本日の審議を踏まえて、次回、再度議論したいと思う。長時間のご審議にお礼申し上げる。
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